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水素基本戦略の決定
水素社会の実現に向けた取組と課題

行政情報

田　場　盛　裕・木　村　祐　輝

2017 年 4 月に開催された「第 1 回再生可能エネルギー・水素等関係閣僚会議」において，安倍総理から，
世界に先駆けて水素社会を実現すべく，政府一体となって取り組むための基本戦略を年内に策定するよう
指示がなされた。同指示を受け，関係府省庁は，産学官の有識者会議における議論等を経て戦略案を取り
まとめ，2017 年 12 月に開催された「第 2 回再生可能エネルギー・水素等関係閣僚会議」において，「水
素基本戦略」が決定された。本報では，水素基本戦略が策定された経緯とともに，水素社会の実現に向け
た課題と取組について紹介する。
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利活用

1．はじめに

石油，石炭，天然ガスといった化石燃料は，我が国
の近代化，更には戦後の高度成長を支え，巨大経済圏
を形成し，先進国としての地位を築いてきた。一方で，
元来化石燃料を始めとした天然資源に恵まれない我が
国は，1970 年代の二度の石油危機以来，国民生活と
産業活動の血脈であるエネルギーを海外に依存する構
造的脆弱性を抱え続けている。加えて，2017 年 11 月
のパリ協定の発効を受け，深刻化する地球温暖化問題
に対し，我が国としての責任を一層果たしていくこと
が求められている。一方，我が国の温室効果ガス排出
量は，東日本大震災後の原子力発電所の停止等の影響
により，大幅に増加した。一次エネルギーのほぼ全て
を海外の化石燃料に依存する我が国においては，エネ
ルギー安全保障の確保と温室効果ガスの排出削減の課
題を同時並行で解決していくことが必要である。

このため，我が国は，省エネルギーの促進や再生可
能エネルギーの導入拡大，天然ガスや原子力の利用，
国内での二酸化炭素回収・貯留（CCS）の実施検討な
ど，あらゆる手段を講じてきているが，すべてを解決
する単一的な解はなく，これらを総動員し，いわゆる
エネルギー政策における“3E＋S”の実現に取り組ん
でいくことが求められる。特に，温暖化が将来世代に
もたらす負の影響のリスクは大きく，2050 年，そし
て今世紀後半を見据えれば，従来の取組の延長では足
りず，地球温暖化対策計画（2016 年 5 月 13 日閣議決定）

において，「抜本的排出削減を可能とする革新的技術
の開発・普及などイノベーションによる解決を最大限
追求する」としているように，既存のエネルギー供給
構造を変革し，新たなエネルギーシステムへの移行を
図っていかなければならない。

水素は，炭素分を含まず，二酸化炭素（CO2）を排
出しないという環境特性はもちろんのこと，エネル
ギーキャリアとして再生可能エネルギー等を貯め，運
び，利用することができる特性（貯蔵性，可搬性，柔
軟性）を有する。水素技術を用いることで，例えば，
島国であるがゆえにこれまで利用することができな
かった海外の豊富な再生可能エネルギー資源や未利用
エネルギー資源，CCS 適地等を活用することが可能
となる。まさに，エネルギー資源の乏しい我が国にとっ
て，水素はエネルギー安全保障と温暖化対策の切り札
となりうる。

2．水素基本戦略策定に至る経緯

水素の利活用については，2014 年 4 月に策定され
た第 4 次エネルギー基本計画では，「水素をエネルギー
として利用する“水素社会”についての包括的な検討
を進めるべき時期に差し掛かっている」等の記載が盛
り込まれた。更に，同年 6 月には産学官の有識者検討
会議である水素・燃料電池戦略協議会において，水素
社会実現に向けた官民の関係者の取組を示した「水素・
燃料電池戦略ロードマップ」がとりまとめられた。

特集＞＞＞　地域交通，スマートシティ，自動運転
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ロードマップでは，技術的課題の克服と経済性の確
保に要する期間の長短に着目し，3 つのフェーズ

「フェーズ 1：水素利用の飛躍的拡大（現在～）」，
「フェーズ 2：水素発電の本格導入／大規模な水素供
給システムの確立（2020 年代後半に実現）」，「フェー
ズ 3：トータルでの CO2 フリー水素供給システムの確
立（2040 年頃に実現）」に分け，ステップ・バイ・ステッ
プで水素社会の実現を目指すとした。ロードマップに
ついては，その後の取組の進展を踏まえて 2016 年 3
月に改訂され，家庭用燃料電池（エネファーム）や燃
料電池自動車（FCV：Fuel Cell Vehicle）／水素ステー
ションに係る自立化に向けた道筋や定量目標等が盛り
込まれた（図─ 1）。

2017 年 4 月には第 1 回再生可能エネルギー・水素
等関係閣僚会議が開催され，再生可能エネルギーの導
入拡大及び水素社会の実現に向けた取組について議論
が行われた。同会議においては，安倍総理から，世界
に先駆けて水素社会を実現するため，政府一体となっ
て取組を進めるための基本戦略を年内に策定するよう
指示がなされた。これらの経緯を踏まえ，2017 年 12
月に開催された第 2 回再生可能エネルギー・水素等関
係閣僚会議において，水素利活用に係る世界初の国家
戦略となる「水素基本戦略」を策定した。

3．水素基本戦略の概要

基本戦略は，個別技術の導入・普及に係る既存のロー
ドマップの内容を包括しつつ，水素をカーボンフリー
なエネルギーの新たな選択肢として位置づけ，政府全
体として施策を展開していくための方針である。基本
戦略に基づき，エネルギー安全保障の確保と温室効果
ガスの排出削減の課題を同時並行で解決するととも
に，水素利用において世界をリードしていくため，国
を挙げて水素利用に取り組み，世界に先駆けて水素社

会の実現を目指す。
具体的には，本戦略に基づき，ガソリンや LNG な

どの従来エネルギーと同程度の水素製造コスト（20
円 /Nm3）の実現に向け，供給と利用の両面での取組
を進めていく。

供給面では，海外の安価な原料を活用するため，オー
ストラリアの褐炭等から水素を製造し，日本に輸送す
る国際水素サプライチェーンの開発プロジェクトを進
める。また，地域における水素製造の先駆けとして，
福島県浪江町で世界最大級の CO2 フリー水素製造プ
ロジェクトが進行中であり，福島県産の水素を東京オ
リンピック・パラリンピックにおいても活用し，福島
の復興の姿を発信する。

利用面では，運輸部門・発電部門を中心に大規模な
水素利用を進める。FCV の普及拡大に向けては，技
術開発，規制改革，水素ステーションの戦略的整備の
取り組みを三位一体で進め，発電に関しては，神戸で
世界初の水素発電の実証などにより，水素発電の商用
化に向けた取組を進めていく。

4．水素社会実現に向けた取組と課題

前項で述べた取組について，以下で詳細に紹介する。

（1）国際水素サプライチェーンの構築
水素社会の実現には，水素の調達・供給コストの低

減が不可欠である。水素コストの低減に向けた方策と
しては，海外の安価な未利用エネルギーと CCS を組
み合わせる，又は安価な再生可能エネルギーから水素
を大量調達するアプローチが有望であるため，水素の

「製造，貯蔵・輸送，利用」まで一気通貫した国際的
なサプライチェーンの構築を目指す。

具体的には，2030 年頃に商用規模のサプライチェー
ンを構築し，年間 30 万 t 程度の水素を調達するとと

図─ 1　水素社会実現に向けた 3つのフェーズにおける取組の方向性［資源エネルギー庁作成］
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もに，30 円 /Nm3 程度の水素コストの実現を目指す。
その際には，FCV を中心としたモビリティにおける
水素需要の拡大に加え，水素を大量消費する水素発電
を導入することで，水素需要を飛躍的に増加させるこ
とが重要である。

2030 年以降は，供給面で国際水素サプライチェー
ンを拡大するとともに，利用面において産業分野等で
の利用を進めることで，更なるコスト低減を図り，既
存のエネルギーとのコスト差を縮小していく。将来的
に 20 円 /Nm3 程度まで水素コストを低減し，環境価
値も含め，既存のエネルギーコストと同等のコスト競
争力を実現することを目指す。

国際的な水素サプライチェーンの実現には，上流側
の取組として，安価な海外資源を確保すべく，民間ベー
スの取組に加えて政府間レベルでの関係構築を図ると
ともに，効率的な水素の輸送・貯蔵を可能とするエネ
ルギーキャリア技術が必要となる。現在，国内の水素
供給には圧縮水素や液化水素の形態が採用されている
が，国際的なサプライチェーンの構築には，国内にお
ける輸送技術・インフラが確立している液化水素に加
え，有機ハイドライド法によるメチルシクロヘキサン

（MCH），更にはアンモニアやメタンといったエネル
ギーキャリアの活用可能性がある。
（a）液化水素サプライチェーン構築実証
液化水素は，①気体水素に比べて体積が約 1/800 と

なること，②気化することで，純度の高い水素の取り
出しが容易であること，③ LNG と同様のインフラ構
成であり，技術的に連続的であること等の特長を持
つ。一方で，液化水素は LNG より更に低温（－253 ℃）
であるため，海上輸送，荷役・貯蔵に関する新規のイ
ンフラ整備が必要となり，技術開発を要する。

このため，2020 年度までの日豪間の液化水素サプ
ライチェーン構築実証を通じて，基盤技術を確立し，
商用化に向けた道筋を立てることとしている。同実証
においては，安価な未利用エネルギーである褐炭から
CO2 フリー水素を取り出すガス化技術，CO2 分離・回
収技術の確立を図る。

世界初の試みである液化水素の海上輸送について
は，液化水素運搬船の開発実証を行い，日豪間の液化
水素サプライチェーンの構築実証に取り組む。液化水
素運搬船に係る安全基準については，日豪共同で提案
した暫定基準が 2016 年に国際海事機関（IMO）にて
採択されたところであり，上記実証の結果を踏まえ，
将来的に商用船の国際基準を策定し，液化水素の安定
的な輸送の確立を図る。

2030 年頃の商用化に向けて，2020 年初頭までに大
容量の輸送・荷役・貯蔵技術の確立と受入関連施設の
整備を進め，2020 年代半ばまでに商用化実証を行う。
また，水素発電設備側においても，大容量の気化器，
昇圧ポンプ，配管，継手などの付帯設備の開発・実証
を進める。
（b）有機ハイドライドサプライチェーンの開発
メチルシクロヘキサン（MCH）は，①体積が気体

水素の約 1/500 となること，②常温常圧で液体である
ことから取り扱いが容易であり，長期貯蔵が可能であ
ること，③タンカーやタンク等の既存の輸送・荷役イ
ンフラを活用可能であること等の特長を持つ。一方
で，水素化，脱水素化に係る設備が必要であり，技術
開発を要する。また，脱水素にはエネルギーを要する
ため，例えば発電時の排熱を脱水素化プロセスに組み
込むなどの工夫が必要である。

このため，2020 年度までのブルネイとの有機ハイ

図─ 2　有機ハイドライドと液化水素による水素供給チェーン［資源エネルギー庁作成］
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ドライドサプライチェーン構築実証を通じて，基盤技
術を確立し，商用化に向けた道筋を立てることとして
いる。この実証では，ブルネイの天然ガス液化プラン
トのプロセスにて発生するガスから製造した水素を
MCH の形態で日本へ海上輸送し，気体の水素に戻し
て利用する技術の確立を図る。

なお 2025 年以降，国内の水素需要に応じた規模で
の商用サプライチェーン構築に向け，実証終了後よ
り，商用化の計画，建設開始を目指す予定である。商
用サプライチェーンの初期段階においては，供給する
水素の価格低減のため，既存インフラを有効に活用し
つつ，①水素化・脱水素化プラントや輸送用タンカー
の大規模化，②コストダウンに資する技術開発の継続
を進めていく（図─ 2）。

（2）再生可能エネルギー由来水素の利用拡大
IEA（International Energy Agency：国際エネル

ギー機関）等において，一部の国においては，将来の
再生可能エネルギーの大量導入に伴い，年間を通じて
供給過剰が発生し，大規模な出力制御が必要となるこ
とが予測されている。日本においても系統や調整力に
係る問題は既に顕在化しているが，今後，再生可能エ
ネルギー利用を拡大するためには，調整電源の確保の
みならず，余剰電力を貯蔵する技術が必要となる。特
に，蓄電池では対応の難しい季節を超えるような長周
期の変動に対しては，再生可能エネルギー電気を水素
としてエネルギーを貯蔵する Power-to-gas 技術が国
内外で注目されている。

他方で，電気分解を通じて水素を製造する場合に
は，原料である電気の調達コストが最終的な水素のコ
ストの大きな要因となるため，安価に水素を製造する
ためには，例えば再生可能エネルギーの余剰に伴って
生じる安価な電力が必要となる。また，水電解装置に
おけるエネルギー変換効率や耐久性など技術的な課題
の克服に向けた技術開発や実証を進めていくことも必
要である。このため，Power-to-Gas に向けた水素製
造の高効率化等の研究開発や，再生可能エネルギーか
ら水素を大規模に製造する実証を進めている。
（a）再生可能エネルギー由来水素大規模製造実証
福島新エネ社会構想（2016 年 9 月閣議決定）では，

世界最大級となる 1 万 kW の水電解装置により再生
可能エネルギーから大規模に水素を製造し，福島県内
のみならず，2020 年東京オリンピック・パラリンピッ
ク競技大会の際にも活用することを目指すことが盛り
込まれた。

2017 年 8 月には実証地が浪
なみ

江
え

町
まち

に決定し，同プロ

ジェクトが開始した。2018 年 6 月に実証に向けた土
地造成作業が完了し，2020 年までにプラントの実証
運転開始に向け，現在はプラント建設の準備が進めら
れているところである。

（3）電力分野での水素利活用
水素発電は，天然ガス火力発電等と同様に，電力量

価値に加え，調整力や供給力（容量）の価値の提供も
可能と考えられるため，中長期的には再生可能エネル
ギーの導入拡大に必要となる調整電源・バックアップ
電源としての役割を果たしつつ，低炭素化を図るため
の有力な手段となり得る。また，水素を安定的かつ大
量に消費する水素発電は，国際的なサプライチェーン
の構築とセットで進めるべき最重要のアプリケーショ
ンである。

水素発電については，国際的な水素サプライチェー
ンとともに 2030 年頃の商用化を実現し，その段階で
17 円 /kWh のコストを目指すことを掲げている。そ
のために必要となる水素調達量として，年間 30 万 t
程度を目安とする（発電容量で 1 GW 程度に相当）。
更に，将来的には環境価値も含め，既存の LNG 火力
発電と同等のコスト競争力の実現を目指す。そのため
に必要となる水素調達量として，年間 500 万～ 1,000
万 t 程度を目安とする（発電容量で 15 ～ 30 GW 程度
に相当）。

実際の社会実装に当たっては，水素は天然ガス火力
での混焼も可能であることから，導入初期は既設の天
然ガス火力における混焼発電を中心に，小規模なコー
ジェネレーションシステム等における水素混焼も含
め，導入拡大を図っていく。

2018 年 1 月から兵庫県神戸市のポートアイランド
において，水素をエネルギー源として電気と熱を街区
供給する世界初の実証を開始。同年 4 月下旬に実施し
た実証試験において，水素燃料 100％のガスタービン
発電による熱電併給を世界で初めて達成した。

また，水素の燃焼特性に応じた燃焼器の開発も不可
欠である。拡散燃焼方式や予混合燃焼方式など，従来
の火力発電で実績のある燃焼器を水素混焼発電に転用
するための研究開発や技術実証については，既に一定
の取組が進められている。例えば，2018 年 1 月には
発電事業用規模のガスタービン燃焼器の実証事業とし
て，水素混合割合 30％において安定燃焼できること
を確認したところである。

今後，これらの取組みに加え NOx の低減や発電効
率の向上といった技術課題に対応していくことも必要
である。更に，将来的に水素専焼発電を実現するため
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には，NOx 値の低減，高い発電効率，高濃度な水素
混焼などを同時に達成可能とする新たな燃焼技術の早
期の実用化を目指している。

なお，水素発電の導入に当たっては，電力システム
改革が進展する中での経済性確立に向けた制度設計等
の検討も進めていく。また，水素発電が有する環境価
値を顕在化し，評価・認定，取引可能にしていくこと
が重要であり，他の制度設計に係る議論を注視しつ
つ，省エネ法（エネルギーの使用の合理化等に関する
法律（昭和 54 年法律第 49 号））における水素利用の
位置づけを明確化する，あるいは高度化法（エネルギー
供給事業者による非化石エネルギー源の利用及び化石
エネルギー原料の有効な利用の促進に関する法律（平
成 21 年法律第 72 号））における非化石電源として水
素発電を位置づけるといったことを含め，実態も踏ま
えながら検討を進めていく。

（4）モビリティでの水素利活用
モビリティにおける水素利用の中核は，FCV・水

素ステーションの普及である。FCV については 2020
年までに 4 万台程度，2025 年までに 20 万台程度，
2030 年までに 80 万台程度の普及を，水素ステーショ
ンについては 2020 年度までに 160 箇所，2025 年度ま
でに 320 箇所の整備を目標とし，2020 年代後半まで
に水素ステーション事業の自立化を目指している（図
─ 3）。

上記の目標達成に向けては，水素供給コストの低減
（ガソリン等と同等のコスト競争力を実現）はもとよ
り，FCV の量産化や低価格化，航続距離の更なる伸

長，2025 年頃のボリュームゾーン向けの車種の投入
等に加え，安定収益の裏付けのあるステーション整備
と整備・運営コストの低減を通じた自立的な水素販売
ビジネスの展開が必須である。そのため，規制改革，
技術開発，官民一体による水素ステーションの戦略的
整備を三位一体で推進することが重要である。
（a）規制改革
2017 年 6 月 9 日に閣議決定された規制改革実施計

画においては，次世代自動車（燃料電池自動車）関連
規制の見直し事項として計 37 項目が掲げられてお
り，その中には「水素・燃料電池自動車関連規制に関
する公開の場での検討」が盛り込まれている。本計画
に基づき，安全確保を前提に水素・燃料電池自動車に
関連する規制のあるべき姿を幅広く議論し，科学的知
見に基づき規制見直しを進めるべく，2017 年 8 月に
第 1 回目の「水素・燃料電池自動車関連規制に関する
検討会」を開催した。

当該検討会は，現在（2018 年 6 月末）までに計 6
回開催しており，第 5 回までに各項目の詳細議論を一
巡し，第 6 回では，「人」に関する項目についての検
討を行ったところである。既に 37 項目のうち 11 項目
については措置が完了しており，引き続き取組を継続
していく。

また，本検討会においては，水素ステーションの無
人化についても議論が行われている。平成 30 年 5 月
21 日に（一財）石油エネルギー技術センターが策定
した「セルフ水素スタンドガイドライン」に従えば，
セルフ充填が可能になったところであり，今後，セル
フ充填で得られた知見や海外の実態等も踏まえて，無

図─ 3　水素ステーションの整備状況［資源エネルギー庁作成］
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人化の議論を進めていく予定である。
（b）技術開発
ロードマップでは，上記の FCV 及び水素ステーショ

ンの目標が達成されることを前提として，水素ステー
ションの整備費・運営費を 2020 年頃までに導入初期

（2014 年）との比較で半減させ，2025 年頃までには，
現在日本よりもコストが低いと言われる欧米のステー
ションと遜色のない水準まで低減させることを掲げて
いる。これまでの取組としては，経済産業省予算を通
じ，従来よりも低コストな新型圧縮機や新型蓄圧容器
の開発及び水素充填用ホースの使用可能回数の延長等
に成功してきたところであり，今後もコストの低減に
資する技術開発を推進していく。
（c）官民一体による水素ステーションの戦略的整備
水素ステーションについては，経済産業省予算を通

じ，2018 年 7 月時点で 100 箇所が開所しており，11
箇所が整備中である。

更に，今後の FCV 本格普及に伴い，水素ステーショ
ンの本格整備を目的とした新会社の設立について民間
11 社（ステーション事業者，自動車メーカー，金融
機関等）が合意し，平成 30 年 2 月 20 日に日本水素ス
テーションネットワーク合同会社（JHyM）が設立し
た。JHyM は事業期間を 10 年間とし，2021 年度まで
の 4 年間（第Ⅰ期）で合計 80 箇所の水素ステーショ
ンの整備を目指している。

（5） 家庭用燃料電池及び業務・産業用燃料電池の
普及拡大

（a）家庭用燃料電池（エネファーム）の普及拡大
エネファームについては，家庭における従来型のエ

ネルギー利用よりも経済的に優位となることを目指
し，2020 年頃までに，PEFC（固体高分子形燃料電池）
型標準機については 80 万円，SOFC（固体酸化物形
燃料電池）型標準機ついては 100 万円の価格を実現（投
資回収年数を 7 ～ 8 年に短縮）した上で，その後の自
立的普及を図る。それ以降もユーザーメリットの向上
に資する取組を進め，2030 年頃までに投資回収年数
を 5 年に短縮することを目指している。

なお，販売価格については，2018 年 7 月時点では
PEFC が約 95 万円（発売当初 2009 年度：303 万円），
SOFC が約 120 万円（発売当初 2011 年度：244 万円）
と着々と低減しており，また普及台数も 2018 年 7 月
に 25 万台を突破した。

更なる低コスト化・普及拡大に向けては，更なる発
電効率の向上（SOFC），熱利用率の向上（PEFC）に

向けた技術開発を進めるとともに，集合住宅や寒冷
地，更には欧州等の熱需要の大きい地域の市場など，
優位性のある市場を開拓し，民生部門での低炭素化を
促進する。また，余剰電力取引を通じて，高効率発電
電力を他の需要家にも融通する取組を拡大していく。
（b）業務・産業用燃料電池の普及拡大
業務・産業用燃料電池については，2017 年度まで

に 16 台が市場投入された。今後の更なる普及拡大に
向けては，低熱電比需要家への導入を進め，グリッド
パリティの突破を早期に実現するためイニシャルコス
トの低減に資する技術開発を進めていく。また，最新
鋭のガスタービンコンバインドサイクル（GTCC）を
超える発電効率（60％超）の実現に向けた技術開発を
進め，分散型電源による電力供給の可能性を更に切り
開いていく。

5．今後の取組について

水素は次世代のエネルギーとして国際的にも注目を
集めており，欧米をはじめとする先進国のみならず，
中国等のエネルギー需要の増大が続く新興国において
も水素利用に向けた様々な取組が進められている。今
後，各国で大きな注目を集める水素の利活用をグロー
バルな規模で推進していくためには，関係各国が歩調
を合わせ一層連携していくことが重要である。

このため，経済産業省及び国立研究開発法人新エネ
ルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の主催の下，
2018 年 10 月 23 日には水素閣僚会議を開催する。水
素閣僚会議は，来年の G20 日本開催も視野に入れな
がら，各国の革新的な取組や最新の知見，国際連携の
可能性を確認するとともに，グローバルな水素利活用
に向けた政策の方向性を議論し，認識を共有するもの
である。これら国内外の取組を着実に進めながら，水
素社会実現に向けて取組を加速していく。
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